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回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結

累計期間
第61期

会計期間
自2022年１月１日
至2022年９月30日

自2023年１月１日
至2023年９月30日

自2022年１月１日
至2022年12月31日

売上高 （千円） 23,604,016 23,697,269 30,758,899

経常利益 （千円） 991,622 1,091,105 1,181,040

親会社株主に帰属する四半期（当期）純

利益
（千円） 580,136 667,443 734,690

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 727,048 788,722 854,559

純資産額 （千円） 16,484,757 17,195,404 16,612,269

総資産額 （千円） 31,321,510 30,344,727 30,998,703

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 530.69 610.56 672.07

潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.15 49.82 47.14

回次
第61期

第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株当たり

四半期純損失（△）
（円） △30.80 155.59

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績

当第３四半期連結累計期間の当社グループの経営成績につきましては、売上高はほぼ計画通りに推移し、前年同

期比0.4％増の23,697,269千円となりました。

しかしながら、利益につきましては、前第３四半期に大規模太陽光発電所工事において、工期の遅れにより太陽

光パネル等の原材料価格が大幅に高騰したことや工法の変更に伴い工事損失引当金に計上していたこと等から、営

業利益は前年同期比17.7％増の1,085,953千円、経常利益は前年同期比10.0％増の1,091,105千円、親会社株主に帰

属する四半期純利益は、前年同期比15.0％増の667,443千円となりました。

セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

なお、下記のセグメント別営業利益には、セグメント間の内部取引に係る金額を含んでおります。

＜建設事業＞

建設事業セグメントに関しましては、受注は好調に推移しておりますが、着工は来期以降であり当第３四半期に

おいて業績には寄与せず、売上高は前年同期比15.0％減の8,655,491千円、営業利益は前年同期比9.1％減の

542,736千円となりました。

＜設備事業＞

設備事業セグメントに関しましては、当社において施工していた大規模太陽光発電所工事の進捗等により、売上

高は前年同期比94.4％増の5,084,117千円となりました。本物件については原材料価格の大幅な高騰や工法の変更

等の影響により収益の確保が難しく、営業損失107,480千円（前年同期は営業損失426,621千円）となりました。

＜住宅事業＞

住宅事業セグメントに関しましては、引渡棟数の減少に伴い、売上高は前年同期比9.4％減の8,152,174千円、営

業利益は前年同期比47.1％減の101,451千円となりました。

＜不動産賃貸事業＞

不動産賃貸事業セグメントに関しましては、売上高は前年同期比2.1％減の1,191,283千円となりました。利益に

つきましては、販売用土地の売却に伴う収入が減少し収益性が低かったことから、営業利益は前年同期比11.2％減

の326,865千円となりました。

＜その他事業＞

その他事業セグメントに関しましては、売上高は前年同期比2.3％増の614,201千円となりました。利益につきま

しては、時の経過により減価償却費が減少したことや、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行し飲食によ

る利益が増加したことから、営業利益は前年同期比16.0％増の219,299千円となりました。
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② 財政状態

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の資産合計に関しましては、工事代金の回収等により受取手形・完成工事未収

入金等が減少したこと等により、30,344,727千円（前連結会計年度末は30,998,703千円）となりました。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の負債合計に関しましては、当社において工事進捗に伴い未成工事受入金が減

少したこと等により、13,149,322千円（前連結会計年度末は14,386,434千円）となりました。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計に関しましては、親会社株主に帰属する四半期純利益による利益

剰余金の増加等により17,195,404千円（前連結会計年度末は16,612,269千円）となりました。

(2）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(3）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい増減はありません。

(6) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

(7) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。また、新たに確定した重要な設備

の新設、除却等の計画はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000

計 4,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,153,263 1,153,263
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株で

あります。

計 1,153,263 1,153,263 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2023年７月１日～
2023年９月30日

－ 1,153,263 － 764,815 － 705,825

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 60,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,091,600 10,916 －

単元未満株式 普通株式 1,563 － －

発行済株式総数 1,153,263 － －

総株主の議決権 － 10,916 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。また、
「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数４個が含まれております。

2023年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

美樹工業株式会社
兵庫県姫路市北条
951番地１

60,100 － 60,100 5.21

計 － 60,100 － 60,100 5.21

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から

2023年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,847,253 2,213,619

受取手形・完成工事未収入金等 4,833,681 3,912,233

棚卸資産 5,656,948 6,792,996

預け金 46,265 61,034

その他 433,622 457,326

貸倒引当金 △3,389 △2,780

流動資産合計 13,814,383 13,434,428

固定資産

有形固定資産

建物・構築物（純額） 4,195,923 4,094,904

機械・運搬具（純額） 1,259,605 1,125,926

工具器具・備品（純額） 725,339 733,128

土地 9,213,573 9,213,573

リース資産（純額） 115,367 86,310

建設仮勘定 32,151 13

有形固定資産合計 15,541,961 15,253,856

無形固定資産

リース資産 63,836 52,174

その他 18,260 18,365

無形固定資産合計 82,096 70,540

投資その他の資産

投資有価証券 588,430 622,587

繰延税金資産 534,522 516,879

その他 447,056 456,180

貸倒引当金 △9,747 △9,747

投資その他の資産合計 1,560,261 1,585,901

固定資産合計 17,184,320 16,910,298

資産合計 30,998,703 30,344,727

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 2,676,953 1,765,501

短期借入金 1,749,000 3,900,000

１年内償還予定の社債 300,000 －

１年内返済予定の長期借入金 874,363 680,449

リース債務 58,968 56,868

未払法人税等 272,726 94,232

未成工事受入金 3,945,527 1,428,273

賞与引当金 166,324 340,777

役員賞与引当金 550 －

完成工事補償引当金 7,600 8,400

工事損失引当金 172,793 15,261

資産除去債務 39,000 36,500

その他 987,359 811,183

流動負債合計 11,251,166 9,137,446

固定負債

社債 － 300,000

長期借入金 1,500,716 2,073,308

リース債務 124,569 84,971

退職給付に係る負債 743,858 769,754

役員退職慰労引当金 122,832 140,259

資産除去債務 281,631 282,354

その他 361,661 361,227

固定負債合計 3,135,268 4,011,875

負債合計 14,386,434 13,149,322

純資産の部

株主資本

資本金 764,815 764,815

資本剰余金 705,825 705,825

利益剰余金 13,191,210 13,661,883

自己株式 △110,378 △110,529

株主資本合計 14,551,472 15,021,994

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 58,570 93,486

退職給付に係る調整累計額 2,045 2,141

その他の包括利益累計額合計 60,615 95,628

非支配株主持分 2,000,181 2,077,781

純資産合計 16,612,269 17,195,404

負債純資産合計 30,998,703 30,344,727
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年９月30日)

売上高 23,604,016 23,697,269

売上原価 19,146,247 19,194,420

売上総利益 4,457,769 4,502,849

販売費及び一般管理費 3,535,013 3,416,895

営業利益 922,755 1,085,953

営業外収益

受取利息 5,485 4,899

受取配当金 5,050 5,091

持分法による投資利益 7,551 6,832

貸倒引当金戻入額 23,434 608

その他 46,263 12,773

営業外収益合計 87,786 30,205

営業外費用

支払利息 16,525 17,985

その他 2,393 7,068

営業外費用合計 18,919 25,054

経常利益 991,622 1,091,105

特別利益

固定資産売却益 69,161 －

投資有価証券売却益 8,044 14,785

特別利益合計 77,205 14,785

特別損失

固定資産売却損 952 －

固定資産除却損 8,181 1,823

特別損失合計 9,134 1,823

税金等調整前四半期純利益 1,059,693 1,104,066

法人税等 348,790 350,356

四半期純利益 710,903 753,710

非支配株主に帰属する四半期純利益 130,766 86,266

親会社株主に帰属する四半期純利益 580,136 667,443

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日

　至　2023年９月30日)

四半期純利益 710,903 753,710

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 14,836 34,915

退職給付に係る調整額 1,308 96

その他の包括利益合計 16,144 35,012

四半期包括利益 727,048 788,722

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 596,281 702,455

非支配株主に係る四半期包括利益 130,766 86,266

【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することとしております。

なお、当該会計方針の変更が四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。
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前連結会計年度
（2022年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

ユニット住宅購入者が

利用する住宅ローン
634,910千円 649,950千円

（四半期連結貸借対照表関係）

保証債務

下記の債務に対して、保証を行っております。

前第３四半期連結累計期間
（自  2022年１月１日

至  2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  2023年１月１日

至  2023年９月30日）

減価償却費 401,137千円 363,870千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年３月24日
定時株主総会

普通株式 120,250 110 2021年12月31日 2022年３月25日 利益剰余金

2022年７月28日
取締役会

普通株式 54,659 50 2022年６月30日 2022年８月31日 利益剰余金

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年３月23日
定時株主総会

普通株式 109,318 100 2022年12月31日 2023年３月24日 利益剰余金

2023年７月31日
取締役会

普通株式 87,452 80 2023年６月30日 2023年８月30日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

（注）2022年３月24日定時株主総会決議の１株当たり配当額には設立60周年記念配当60円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末日後となるもの

　　該当事項はありません。

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（注）2023年３月23日定時株主総会決議の１株当たり配当額には特別配当50円が含まれております。

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末日後となるもの

　　該当事項はありません。
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（単位 ： 千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

建設 設備 住宅 不動産賃貸 計

売上高

一時点で移転される

財又はサービス
3,912,776 1,210,215 8,743,804 345,542 14,212,339 599,102 14,811,442 － 14,811,442

一定の期間にわたり

移転される財又はサ

ービス

6,258,485 1,404,684 250,047 － 7,913,216 － 7,913,216 － 7,913,216

顧客との契約から生

じる収益
10,171,262 2,614,900 8,993,851 345,542 22,125,556 599,102 22,724,658 － 22,724,658

その他の収益 6,469 － － 871,470 877,939 1,418 879,357 － 879,357

外部顧客への売上高 10,177,731 2,614,900 8,993,851 1,217,013 23,003,495 600,520 23,604,016 － 23,604,016

セグメント間の内部

売上高又は振替高
580 235,838 5,109 509 242,038 47 242,085 △242,085 －

計 10,178,311 2,850,738 8,998,961 1,217,522 23,245,534 600,568 23,846,102 △242,085 23,604,016

セグメント利益又は

損失（△）
596,799 △426,621 191,767 367,899 729,844 189,092 918,937 3,817 922,755

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理店業、飲食事

業、太陽光発電事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、全額セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（単位 ： 千円）

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額

（注）２

四半期連結
損益計算書

計上額
（注）３

建設 設備 住宅 不動産賃貸 計

売上高

一時点で移転される

財又はサービス
2,467,597 1,219,272 7,770,696 276,703 11,734,269 612,783 12,347,053 － 12,347,053

一定の期間にわたり

移転される財又はサ

ービス

6,187,894 3,864,845 381,477 － 10,434,218 － 10,434,218 － 10,434,218

顧客との契約から生

じる収益
8,655,491 5,084,117 8,152,174 276,703 22,168,487 612,783 22,781,271 － 22,781,271

その他の収益 － － － 914,580 914,580 1,418 915,998 － 915,998

外部顧客への売上高 8,655,491 5,084,117 8,152,174 1,191,283 23,083,067 614,201 23,697,269 － 23,697,269

セグメント間の内部

売上高又は振替高
2,774 222,755 3,948 606 230,084 49 230,133 △230,133 －

計 8,658,265 5,306,873 8,156,123 1,191,890 23,313,152 614,251 23,927,403 △230,133 23,697,269

セグメント利益又は

損失（△）
542,736 △107,480 101,451 326,865 863,573 219,299 1,082,873 3,080 1,085,953

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理店業、飲食事

業、太陽光発電事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額は、全額セグメント間取引消去であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日

至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日

至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純利益 530円69銭 610円56銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
580,136 667,443

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
580,136 667,443

普通株式の期中平均株式数（株） 1,093,182 1,093,171

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

2023年７月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………87,452千円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………80円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2023年８月30日

（注）2023年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行いました。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月10日

美樹工業株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

大阪事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 稲積　博則

指定社員
業務執行社員

公認会計士 西田　直樹

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている美樹工業株式会

社の2023年１月１日から2023年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023年９月

30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行っ

た。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、美樹工業株式会社及び連結子会社の2023年９月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


